
 

６．結論 

 

「事故原因に関する調査」，「崩壊メカニズムと原因推定」，および「復旧方針と掘削未了区間の

再検討と施工」に関する審議を行った結果を以下に示す． 

 

1) 崩壊直前には 5 ブロックの土留め壁は累計 310mm の足払いモードの変位が発生し，それに

伴い 3 段目切梁には 2,200kN の軸力が発生していた．また，事故直後の状況調査では，掘削

底面の比較的広範囲の盛り上がり，中間杭の上方向への抜けだしなどが確認された． 

2) 事故後地盤調査で得られた各層（F,As,Ac1,および底盤改良）の強度（N 値，粘着力，せん断

抵抗角），変形係数は，既往地盤調査結果や設計値と比較し低い傾向にあり，特に根入れ部の

Ac1 層における，粘着力は当初設計値の 80%より小さい値が多いこと，変形係数は当初設計

値の 1/2 以下と小さいことが判明した．さらに，掘削部の地盤は貧配合の地盤改良が実施さ

れていたが，他ブロック未掘削部での調査の結果から，変形係数は設計値の約 1/3 であるこ

とが示された．  

3) 事故後地盤調査によって得られた各層の強度や変形係数を考慮した解析パラメータ等を使用

し，掘削施工過程を考慮した地盤・土留め系の FEM 解析を実施した結果，ヒービングを伴

う地盤変形が再現された． 

4) ヒービング照査式に基づけば，その安全率は Ac1 層の粘着力の影響を大きく受け，事故後地

盤調査の Ac1 層の粘着力を用いれば，底盤改良部の層厚，粘着力次第ではすべりを生じる結

果となった．さらに，最下段切梁のばね係数の低減は，ヒービング安全率の低下につながる

ことを示した． 

5) 事故後地盤調査に基づく各層の強度等を採用して土圧等の設計定数を設定し直し解析すると，

受働側地盤が全塑性状態となり土留め壁の必要根入れ長が不足する結果となった． 

6) 排水後の状況調査では，切梁には全体座屈，局部座屈，さらにはジャッキ位置や継手位置で

の離脱が確認された．計測された土留め壁の変位を考慮した切梁の複合非線形解析からは，

最大となる耐荷力を越える可能性があることが再現された．なお，耐荷力は中間杭の拘束条

件，土留め壁および中間杭の鉛直変位により影響があることも明らかとなった． 

 

 以上をもとに，「土留め崩壊のメカニズム」，「設計施工マネジメントの観点」，「復旧」，そして

「教訓」に言及する． 

 

（土留め崩壊のメカニズム） 

以上のことから，今回の土留め崩壊の主原因は，設計時と今回調査時の地盤定数の違いを起因

とした，「ヒービングを伴う掘削底面の受働破壊」である可能性が最も高いと考えられる．土留め

崩壊に至ったイメージ図を図 6.1に，その原因・要因を図 6.2に示す． 

土留め崩壊メカニズムを以下に述べる．2 次掘削終了時において，土留め掘削に伴う土留め壁

の変形および掘削側底面地盤のリバウンドが発生しているが，土留め背面地盤からの作用圧のア

ンバランスや Ac1 層強度が想定より小さかったことから，全体挙動が徐々に大きくなる傾向にあ

った．  

この傾向は，3 次掘削時にさらに進行し，掘削底面付近の地盤において塑性化が進行し，その



 

影響が土留め壁芯材下端まで拡大する全塑性状態に進行しつつあったと考えられる．また，根入

れの長い隣接の鋼管矢板においても下端部で変形が生じていることからも，掘削底面付近の塑性

化に加えて背面側地盤全体の変形が加算されていることが類推される． 

土留め崩壊直前には，掘削側地盤が全塑性して地盤反力の低下とともに受働破壊が発生し，土

留め壁芯材下端部にせん断帯が形成されるに至ったと推測される．この影響は，荷重負担が最も

大きい 3 段目切梁に対して更に負担増となることから，3 段目切梁において先行して座屈あるい

は接合部破壊が発生したと考えられる．その結果，土留め壁下端部の変位増加，つまり足払いが

加速的に進行し，2 段目，そして 1 段目切梁の座屈あるいは接合部破壊が発生し，最終的に土留

め崩壊に至ったと考えられる．なお，この土留め崩壊により背面地盤が崩壊するとともに仮水路

部の鋼矢板壁が大きく崩壊側にたわみ，仮水路の水が本体掘削部に流入することになった． 

上記の要因としては，底盤改良効果の不足もあるが，主に原地盤 Ac1 層の強度が想定より小さ

かったことが考えられ，これらの要因により土留め壁の根入れ長さが不足しヒービングを伴う受

働破壊を誘発しやすい状態にあったものと考えられる．また，非対称地盤などにより切梁バネ定

数が低下することになり，根入れ長さ不足も影響して土留め壁の変形や切梁の変形が増大する傾

向にあったものと思われる．土留め壁崩壊のメカニズムにおいては，これらの要因が相互的に複

雑に関連しあったものと想定される． 

 

（設計施工マネジメントの観点） 

上記結果は最終掘削まで行った後の原因推定であり，そこに至るまでの設計施工マネジメント

にも言及する．事故前において，切梁の水平変位に伴う中間杭との固定ブラケットの破断が見ら

れた．また後日の解析により土留め壁の過大な変形も生じていたことがわかった．このことから

この時点において，緊急監視・計測体制強化，ならびに掘削中断による緊急対応措置を講じてい

れば大規模な崩壊には至らなかった可能性も残されている．さらに，底盤改良のより確実な施工

や切梁の変形に対するさらなる配慮などがなされていれば，リスクは低減していたものと考えら

れる． 

 

（復旧） 

次に，事故現場の復旧に当たっては事故後地盤調査の結果を用いて仮水路と道路本体の土留め

設計を行った．ともに安全性の確保と施工性を考慮して検討を行ったが，特に本体土留めに関し

ては鋼管矢板を用いて十分な根入れ長を確保するとともに切梁段数の増加などによって安全性を

高めた．また，掘削工事の残っている 0，6～8 ブロックに関しても事故後地盤調査の結果をもと

に再検討を行い，必要に応じ，背面地盤の排土工や背面地盤への矢板の追加打設などにより安全

性を確保した．加えて，各ブロックの施工時の状況を詳細に把握できるよう変状観測方法や体制

を強化した．なお，これらの検討や設計の妥当性は，その後の計測結果からも確認された． 

 

（教訓） 

今回の土留め崩壊事故から得られた教訓を以下に示す． 

1） 目視・計測などにより設計値との差を常に把握し，必要に応じて逆解析などを実施すること

で，仮定した諸条件を見直す．つまり，現場計測工法を利用した適切かつ厳格な施工管理体

制の更なる強化が最も重要である． 



 

2） 異常が認められ地盤の影響が大きいと判断される場合には，地盤特性値のばらつきを評価す

るとともに，設計上の安全余裕度とのバランスを再評価する．特に，変形が大きくなる場合，

大変形問題に注意し，各構造要素の安全性を慎重に評価する． 

3） 構造上や地盤上の変化点や特異点*)では特に注意を払い，その特性を十分に考慮した合理的な

設計，および一般部より留意した施工管理を実施する． 

*)例えば，土留め種別の異なる箇所，非対称土留め，平面的な非平行な土留め配置，切梁段数の変化部，人

工的な改良を行った地盤，超軟弱地盤など 



  

２次掘削終了時 ３次掘削終了時 土留め崩壊直前 

   

   

土留め壁下部の変位増加 → 3 段目切梁の座屈 全段切梁座屈 → 土留め崩壊 

  

図 6.1 淀川左岸線土留め壁崩壊までのイメージ図 
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図 6.2 土留め崩壊の原因・要因 

*参考文献：根切り・山留めのトラブルとその対策，社団法人地盤工学会，1995 年 12 月 

 

 

 


